
死刑執行に強く抗議し，改めて死刑執行を停止し死刑廃止について 

全社会的議論を開始することを求める会長声明 

 

１２月１２日，東京，大阪の各拘置所において，それぞれ１名に対して死刑

が執行された。谷垣禎一法務大臣による４度目の執行であり，本年２月２１日

の３名，４月２６日の２名，９月１２日の１名に続く死刑の執行であって，合

計８名に対して死刑の執行を命じたことになる。極めて遺憾であり，当会は改

めて死刑執行に強く抗議する。 

死刑制度については，思想のみならず，犯罪抑止力，誤判のおそれ，被害者

対策，犯人の更生可能性等，検討しなければならない事項が多岐にわたる。 

そこで，日本弁護士連合会は，本年２月１２日，谷垣法務大臣に対し，「死刑

制度の廃止について全社会的議論を開始し，死刑の執行を停止するとともに，

死刑えん罪事件を未然に防ぐ措置を緊急に講じることを求める要請書」を提出

して，死刑制度とその運用に関する情報を広く公開し，死刑制度に関する世界

の情勢について調査の上，調査結果と議論に基づき，今後の死刑制度の在り方

について結論を出すこと，そのような議論が尽くされるまでの間，すべての死

刑の執行を停止すること等を求めていた。 

 このような要求にもかかわらず，死刑制度についての公の議論は何ら行われ

ないままである。 

また，死刑の廃止は国際的な趨勢であり，世界で死刑を廃止又は停止してい

る国は１４０か国となっている。死刑を存置している国は５８か国であるが，

２０１２年（平成２４年）に，実際に死刑を執行した国は，日本を含め２１か

国であった。いわゆる先進国グループであるＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加

盟国（３４か国）の中で死刑制度を存置している国は，日本・韓国・アメリカ

の３か国のみであるが，韓国とアメリカの１８州は死刑を廃止又は停止してお

り，死刑を国家として統一して執行しているのは日本のみである。本年５月３



１日には，国連拷問禁止委員会の総括所見が発表され，日本は死刑制度を廃止

する可能性についても考慮するよう勧告を受けた。 

このような状況での死刑執行に対し，当会は，強く抗議するとともに，改め

て死刑執行を停止し，死刑に関する情報を広く国民に公開し，死刑制度の廃止

について全社会的議論を直ちに開始することを求めるものである。 
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